障害者放送協議会　平成１７年度事業報告書

１．本年度事業の概要
（１）障害をもつ人に関わる放送・通信とその制度・施策に関する課題等について、著作権委員会、放送・通信バリアフリー委員会、災害時情報保障委員会の、３つの委員会で取り組んだ。

（２）３つのテーマについて、要望、提言活動や、行政・関係団体等との意見交換、懇談等を行った。

１）著作権法の改正にあたり、「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会」の審議を傍聴しつつ、厚生労働省を通じて、文化庁に対する意見の提示や照会事項への回答を継続的に行った。また、同趣旨の要望を提出した団体との意見交換会を開いた。

２）放送・通信とバリアフリーに関して、「障害者に配慮した新たな放送の指針の作成について（要望）」を総務大臣宛に提出した。またこれに関連して総務省との意見交換会を2回開催した。デジタル放送等について、米国の専門家や、国内の放送事業者を招き、セミナーを開催した。

３）国の「災害時要援護者の避難支援に関する検討会」の審議をフォローしつつ、内閣府防災担当との意見交換を継続的に行った。障害者と災害時の情報保障をテーマに、障害者団体、行政、学識経験者、放送事業者等を招いたシンポジウムを、新潟、山梨で開催した。

２．事業報告

（１）著作権等の制度・施策に関する事業（著作権委員会）
１）著作権法改正に関する関係団体との意見交換

日本図書館協会、電子情報技術産業協会（JEITA）、日本文藝家協会等の担当者と、著作権と障害をもつ人の情報アクセスについて懇談会を開催した。（7月21日）

２）著作権法改正に関する関係省庁への働きかけ

著作権法の改正に関して、「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会」の審議をフォローし、またこれに関連して、厚生労働省を通じ、昨年度提出した要望書に基づいて、文化庁に対する意見の提示や照会事項への回答を継続的に行った。

３）著作権委員会の開催

著作権委員会を3回開催した。（第1回：5月16日、第2回：7月21日、第3回：9月15日）

（２）放送・通信バリアフリーに関する事業（放送・通信バリアフリー委員会）
１）デジタル放送を含む字幕放送、解説放送、手話放送など障害者に関わる放送に関する要望事項をまとめ、関係機関に働きかける。

　　平成17年9月1日付で障害者に配慮した新たな放送の指針の策定について要望書を会長名で総務大臣宛提出するとともに、関係の総務省情報通信政策局と2回懇談会をもち、多くの具体的な要望を直接訴えた。

２）障害者に関わる放送・通信のモニタリングについての調査・研究

　　平成18年2月28日に国内外から５名の講師を招待し、放送における新技術へのアクセスおよび放送における障害者の描写に関するセミナーを開催し、米国およびわが国の状況に関する情報を得た。
３）すべての障害者のための放送の普及のガイドライン作成

同ガイドライン作成のための委員会設立を関係省庁に要望する。

上記１）において総務省に対して要望した。

４）個人情報保護法の実施に伴い、障害者が困っている事例を収集する。
アンケートを実施し、20団体から約70の貴重な事例が寄せられた。 

５）放送・通信バリアフリー委員会の開催

放送・通信バリアフリー委員会を3回開催した。（第1回：6月8日、第2回：11月2日、第3回：1月10日）

（３）災害時の情報保障に関する事業（災害時情報保障委員会）
１）内閣府防災担当との意見交換

国の「災害時要援護者の避難支援に関する検討会」の審議をフォローし、またこれに関連して、内閣府防災担当との意見交換を2回行った。（6月8日、8月8日）

２）災害時要援護者に関するシンポジウムの開催

障害者と災害時の情報保障をテーマに、障害者団体、行政、学識経験者、放送事業者等を招いたシンポジウムを、2回開催した（10月10日：新潟県。2月17日：山梨県）

３）各地域における災害時の情報保障、要援護者支援体制についての実情把握

　　シンポジウム開催地を中心に、各地域における取り組みについての事例を集め実情把握した。
４）災害時情報保障委員会の開催

災害時情報保障委員会を4回開催した。（第1回：6月8日、第2回：8月8日、第3回：12月16日、第4回：1月24日）
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